（職場意識改善特例コース）
様式第10号
							 　年 　　月 　　日
時間外労働等改善助成金支給申請書
	
	労　働　局　長　殿



	事業主又は代理人
	住所　〒160-0022

	
	電話番号 0363842345

	
	（屋号 野口仁公認会計士事務所）

	
	代表者職・氏名　野口　仁　　　　　　　　　
印



	事業主又は社会保険労務士
（提出代行者・事務代理者の表示）
	住所　〒

	
	電話番号

	
	（法人名）

	
	代表者職・氏名
印


※申請者が代理人の場合、上欄に代理人の記名押印等を、下欄に時間外労働等改善助成金の支給に係る事業主の住所、名称及び氏名の記入（押印不要）を、申請者が社会保険労務士法施行規則第16条第２項に規定する提出代行者又は同則第16条の３に規定する事務代理者の場合、上欄に事業主の記名押印等を、下欄に申請者の記名押印等をしてください。


　時間外労働等改善助成金の支給を受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１　助成金申請額（詳細は、時間外労働等改善助成金事業実施結果報告書参照）
	500,000円



２　その他									
	（１）労働保険料を滞納していないか
	滞納していない

	（２）過去３年間に助成金の不正受給を行っていないか
	行っていない

	（３）暴力団関係事業主に該当しないか
	該当しない

	（４）風俗営業等関係事業主に該当しないか
	該当しない

	（５）倒産していないか
	倒産していない

	（６）不正受給を理由に交付決定を取り消された場合、労働局が事業主名等を公表することに同意するか
	同意する

	（７）国や地方公共団体からの他の補助金の申請、受給の有無について（本年度の状況）
	無





様式第11号
　　年　　月　　日
時間外労働等改善助成金事業実施結果報告書
	
	労　働　局　長　殿



	事業主又は代理人
	住所　〒160-0022

	
	電話番号 0363842345

	
	（屋号 野口仁公認会計士事務所）

	
	代表者職・氏名　　野口 仁　　　　　　　　　
印



	事業主又は社会保険労務士
（提出代行者・事務代理者の表示）
	住所　〒

	
	電話番号

	
	（法人名）

	
	代表者職・氏名
印


※申請者が代理人の場合、上欄に代理人の記名押印等を、下欄に時間外労働等改善助成金の支給に係る事業主の住所、名称及び氏名の記入（押印不要）を、申請者が社会保険労務士法施行規則第16条第２項に規定する提出代行者又は同則第16条の３に規定する事務代理者の場合、上欄に事業主の記名押印等を、下欄に申請者の記名押印等をしてください。

　時間外労働等改善助成金事業の実施の結果について、下記のとおり報告します。	

記

１　実施体制の整備のための措置（（注）実施状況がわかる資料を添付すること）
（１）労働時間等設定改善委員会の設置等労使の話し合いの機会の整備
	
	労働時間等設定改善委員会などの設置の有無
	名　　称
	話し合いの機会の頻度

	労使の話し合いの機会の整備
	有
	労働時間等設定改善委員会
	年	1回

	話し合った内容
	就業規則の改定について
労働時間の改善見込みについて



（２）労働時間等に関する個々の苦情、意見及び要望を受け付けるための担当者の選任
	担当者の役職・氏名
	●●●

	労働者に対する周知方法
	社内ポータルへの掲示

	窓口の設置等受け付けやすい体制の整備について、具体的な措置内容
	従業員全員が利用しているチャットツールでの連絡により、容易に相談できるようにする
従前からある目安箱でも意見を受け入れる運用を続けることとし、複数のチャネルを用意する



（３）労働者に対する事業実施計画の周知					
	労働者に対する事業実施計画の周知について、具体的な措置内容
社内ポータルサイトにて掲示




様式第11号（続紙１）

２　支給対象の事業（（注）納品書、銀行振込受領書、領収書、導入物の写真等を添付すること）
	(1)改善事業の詳細（実施した事業内容、実施時期、費用の内訳）

	実施した事業内容、
実施時期
	交付決定時の金額
（内訳含む）
【 税抜 】
	支給申請時の金額
（内訳含む）
【 税抜  】
	金額が異なる場合は
その理由

	①　時間外労働等改善助成金交付申請書２（１）①～⑤の事業

	
	
	


①の費用額計
0円
	

	②　時間外労働等改善助成金交付申請書２（１）⑥～⑩の事業

	VPNルーターの設置
仮想化サーバーの設置
仮想化CAL　
仮想化office
	39,345円
284,200円
90,000円
220,000円
	39,345円
284,200円
90,000円
220,000円










②の費用額計
633,545円
	




様式第11号（続紙２）

	(2)就業規則の施行日
	月　　　日　　

	(3) (1)の費用額計に補助率を乗じた額（1,000円未満切捨）
	　506,836円

	（内訳）

	(1)①の費用額計
	円
	×３／４
	＝
	円

	(1)②の費用額計
	円
	×３／４
（下記に該当しない場合）
	＝
	円

	
	
	×４／５（企業全体で常時使用する労働者の数が30名以下かつ、(1)②の費用額計が30万円を超える場合）
	＝
	506,836円

	(4)助成金申請額
※(3)の額。
ただし上限額50万円と比較して、いずれか低い方の額。
	　500,000円
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